
おける市民ニーズに応えるため介護サービスの供給体制を整備する。（地域密着型サービス
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 基盤を整備・指定介護老人福祉施設を整備・特定施設入居者生活介護・社会福祉法人への償還利子一部補助
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構 ）
・地域の要介護高齢者などに対して、認知症高齢者グループホームなどの「居住」機能を持った地域密着型 ・社会福祉法人への償還利子の一部について補助を行う。
のサービス拠点の施設整備を行う。 ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業を行う事業者に千葉県介護施設等整備事業交付金を活用し補助を
・居宅での介護が困難な要介護者に対して、入浴、排せつ、食事等の日常生活上の介護、機能訓練、健康管 当該年度 行う。
理等支援する特別養護老人ホームを整備する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ・社会福祉施設を運営する社会福祉法人で、千葉県民間社会福祉施設整備資金借入金補助金・利子補給金交
付要綱に基づき利子補給を受ける法人に対し、独立行政法人福祉医療機構からの借入に係る償還利子の一部
を補助する。 整備補助した施設の数 想定値 1当該年度
〈政策〉・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業を行う事業者に千葉県介護施設等整備事業交付金を活用 単位 箇所

活動結果指標 実績値し補助を行う。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 第６期介護保険事業計画に基づき、地域密着型のサービスの施設等を整備する。 直接 整備した施設の数 箇所 0 2

   ３年後 第７期介護保険事業計画に基づき、地域密着型のサービスの施設等を整備する。 直接 整備した施設の数 箇所 0 0

   最終(概ね５年後) 第７期介護保険事業計画に基づき、施設等を整備する。 直接 整備した施設の数 箇所 0 0

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

社会福祉法人への利子補給金交付 1,041 社会福祉法人への利子補給金交付 1,041 社会福祉法人への利子補給金交付 1,041 社会福祉法人への利子補給金交付 1,041
＊ 広域型特別養護老人ホーム整備費補助金 108,000 ＊ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 5,670
＊ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業 5,670 ＊                   事業所整備分
＊ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業 10,300 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 10,300

【９月補正】         事業所開設準備支援交付分
＊ 介護ロボット等導入支援事業特例補助金 7,416 <政策費にかかる歳入>

　（5,670千円+10,300千円）×1.0
実施内容 　　　　　　＝15,970千円

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 132,427 合　　計 17,011 合　　計 1,041 合　　計 1,041
国庫支出金 補助率 0 ％ 7,416 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 100 ％ 15,970 補助率 100 ％ 15,970 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 80 ％ 86,400 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 22,641 1,041 1,041 1,041

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.35 0.35 0.35 0.35
正職員人件費 3,080 3,080 3,080 3,080

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 135,507 20,091 4,121 4,121
(11)単位費用

67,753.5千円／箇所 20,091千円／箇所
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

介護を必要とする高齢者が増えていくなかで、施設サービスを希望しても利用できない現状があるため、施設整備の必要 ○①事前確認での想定どおり
性があります。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(箇所) 目標値(b)(箇所) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(箇所) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 2 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 20,091 115,416
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

85.17

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.01

箇所 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 520 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 地域ケア体制の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 社会福祉施設の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 20,091 千円 (うち人件費 3,080 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第６期介護保険事業計画　

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近な場所で必要なサービスを利用で 介護保険制度に



、高 高齢者やその家族の生活全般にわたる総合的な相談に応じ、介護や健康に関すること、権利擁護に関するこ
施策目的・

(2)目的 齢者の保健・医療・福祉の向上を図ります。また、高齢者の権利擁護を図るため、成年後見制度を活用する 事業目的 と、虐待への早期対応等の支援やニーズに対応した各種の健康福祉サービスが総合的に受けられるよう各種
展開方向

とともに、高齢者への虐待の防止について周知を進めます。 機関との連絡調整を行うことで、高齢者及びその家族等の福祉の向上を図る。
○実施機関：高齢者支援課内及び「我孫子地区」「天王台地区」「湖北・湖北台地区」「布佐・新木地区」 ＜政策＞各地区の高齢者なんでも相談室は、平成23年度及び24年度に委託設置した。その後高齢化率の上昇
各高齢者なんでも相談室（地区の相談室は社会福祉法人に委託） に伴い各地区とも委託当初より65歳以上の高齢者が1,000人以上（我孫子地区は他地区より当初から高齢者
○内容：①介護予防ケアマネジメント業務②総合相談支援業務③権利擁護業務④包括的・継続的ケアマネジ 当該年度 数が多いため職員を2名増で配置しているが2,000人以上）増加している。また、認知症の早期相談対応、在
メント支援業務⑤その他、家族介護教室の実施や市の在宅生活支援サービスの申請受付及びお元気コール事 執行計画 宅医療介護の相談窓口としての機能も果たす必要がある。さらに社会保障審議会の介護保険部会において介

(3)事業内容 内　　容 業の実施等 護離職を防止する観点から、土日開所等相談体制の拡充が議論されている。このことから、各地区職員を1
＜政策＞平成29年度：4地区の高齢者なんでも相談室の相談機能強化のため、各地区1名ずつ職員を増員する 名ずつ増員し土日開所を含め相談支援機能の強化を図る。
。 市内５カ所の高齢者なんでも相談室の相談受付数（訪問・電話・来所 想定値 22,500当該年度
平成30年度：我孫子地区は他の3地区と比べ、65歳以上の者が2倍程度居住しているため、北地区と南地区に の合計件数平成２９年度予測） 単位 件

活動結果指標 実績値分割して新たに1カ所相談室を設置し、相談者の利便性の向上及びきめ細かい相談体制の強化を図る。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 高齢者やその家族が生活全般の悩み等に関する総合的な相談を行う身近な場として、高齢者なんでも相談室を活用できる。 直接 電話・来所・訪問件数 件 20,413 22,500

   ３年後 高齢者やその家族が生活全般の悩み等に関する総合的な相談を行う身近な場として、高齢者なんでも相談室を活用できる。 直接 電話・来所・訪問件数 件 0 23,500

   最終(概ね５年後) 高齢者やその家族が生活全般の悩み等に関する総合的な相談を行う身近な場として、高齢者なんでも相談室を活用できる。 直接 電話・来所・訪問件数 件 0 24,500

平成２３年度、２４年度において、高齢者支援課内と合わせ、市内５カ所に高齢者なんでも相談室を整備した。高齢者やその家
(7)事業実施上の課題と対応 族の地域における身近な相談拠点としての機能を果たすため、市民への十分な周知を図るとともに、高齢者からの相談件数の増 代替案検討 ○有 ●無

加に対応できるよう職員数や設置個所数についても検討し、相談・運営体制の強化を図る必要がある。

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

我孫子地区相談室委託料 34,850 我孫子地区相談室委託料 35,134 ＊ 新規我孫子地区相談室委託料 31,608 我孫子南地区相談室委託料 28,487
天王台地区相談室委託料 22,201 天王台地区相談室委託料 22,171 我孫子地区相談室委託料 28,361 我孫子北地区相談室委託料 28,361
湖北・湖北台地区相談室委託料 22,042 湖北・湖北台地区相談室委託料 22,227 天王台地区相談室委託料 27,639 天王台地区相談室委託料 27,639
布佐・新木地区相談室委託料 22,690 布佐・新木地区相談室委託料 21,982 湖北・湖北台地区相談室委託料 27,695 湖北・湖北台地区相談室委託料 27,695
市相談室運営費 ＊ 地区相談室職員１名増員分相当委託料 22,233 布佐・新木地区相談室委託料 27,450 布佐・新木地区相談室委託料 27,450
旅費 185 市相談室運営費 市相談室運営費 市相談室運営費
消耗品 205 旅費 168 旅費 168 旅費 168

実施内容 負担金（研修及び協会） 324 消耗品 225 消耗品 225 消耗品 225
臨時看護師賃金・交通費 514 研修負担金 259 負担金（研修及び協会） 259 負担金（研修及び協会） 259

(8)施行事項
費　　用 臨時保健師賃金・交通費 1,703 臨時看護師賃金・交通費 514 臨時看護師賃金・交通費 514 臨時看護師賃金・交通費 514

公用車燃料費、修繕料、手数料 595 臨時保健師賃金・交通費 506 臨時保健師賃金・交通費 506 臨時保健師賃金・交通費 506
損害保険料、重量税、駐車場使用料 公用車燃料費、修繕料、手数料 589 公用車燃料費、修繕料、手数料 589 公用車燃料費、修繕料、手数料 589

損害保険料、重量税、駐車場使用料 損害保険料、重量税、駐車場使用料 損害保険料、重量税、駐車場使用料
臨時保健師賃金等(産休代替分） 657

【看護師、保健師賃金・交通費の 【臨時看護師、保健師賃金・交通費の
歳入は、国20％、県12.5％、 歳入は、国２０％、県１２．５％、 【看護師、保健師賃金・交通費の 【看護師、保健師賃金・交通費の
保険料他55％】 保険料５５％】 歳入は、国25％、県12.5％、 歳入は、国25％、県12.5％、

【政策費にかかる歳入】 保険料50％】 保険料50％】
国8,670千円、県4,335千円 【新規我孫子地区相談室の開設は、
保険料4,892千円　計17,897千円 第７期介護保険事業計画にて再考】

予算(済)額 合　　計 105,309 合　　計 126,665 合　　計 145,014 合　　計 141,893
国庫支出金 補助率 39 ％ 40,644 補助率 39 ％ 49,071 補助率 39 ％ 56,352 補助率 39 ％ 55,135
県支出金 補助率 19.5 ％ 20,377 補助率 19.5 ％ 24,577 補助率 19.5 ％ 28,201 補助率 19.5 ％ 27,592
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 20,392 24,603 28,227 27,618

その他の財源 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 23,896 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 28,414 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 32,234 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 31,548
換算人数(人) 3.4 3.4 3.4 3.4
正職員人件費 29,920 29,920 29,920 29,920

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 1,695 1,677 1,020 1,020

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 135,229 156,585 174,934 171,813
(11)単位費用

6.15千円／件 6.96千円／件
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

年々高齢者数が増加し、様々な支援を必要とする高齢者が増える中、総合的な相談を行い、具体的な支援を実施する高齢 ○①事前確認での想定どおり
者やその家族のニーズに応える拠点としての高齢者なんでも相談室は必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ また、地域での課題に対応し、身近な場での充実した相談支援体制を構築するため、市内４地区の高齢者なんでも相談室 ○要
   背景は？(事業の必要性) の相談支援体制の強化が必要である。さらに４地区の高齢者なんでも相談室を総括し、情報共有や連携を図りつつ、困難 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

な事例にはともに取り組む高齢者支援課内の我孫子市高齢者なんでも相談室も必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
20,413 22,500 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 156,585 △21,356
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△15.79

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 14.37

件 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○

様

結合 ○休止 ○廃止 ○事

式

業手法見直し ○その他

第

(事業完了など)

評
　

３

価

評価コメント 改善策

号

及び展開方向

事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 524 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 高齢者なんでも相談室の運営・支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成８年度 ～ ⑥担当職員数 11 人 (換算人数 3.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 156,585 千円 (うち人件費 29,920 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33204 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第６期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が安心してくらせるよう、高齢者なんでも相談室などの相談機能や介護者への支援の充実に努め



における認知症施策推進事業に基づき、認知症の人が住み慣れた地域で安心してくらし続ける
施策目的・

(2)目的 齢者の保健・医療・福祉の向上を図ります。また、高齢者の権利擁護を図るため、成年後見制度を活用する 事業目的 ため、認知症の早期発見、早期支援を行う仕組みづくりに取り組みます。
展開方向

とともに、高齢者への虐待の防止について周知を進めます。
①認知症の心配がある本人及びその家族に対し、認知症に関する専門医による個別相談を実施する。 ①「もの忘れ相談」を月1回開催していく。
＜政策＞認知症が疑われる人やその家族への初期の支援を包括的、集中的に行うため「認知症初期集中支援 ②「認知症初期集中支援チーム」配置に向け、関係団体を含め協議・検討し、平成29年度中にチームを設置
チーム」を設置する。 当該年度 する。

執行計画
(3)事業内容 内　　容

もの忘れ相談の相談件数 想定値 48当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 専門医への相談により、相談者の認知症に関する悩みが軽減することが出来る。 直接 認知症に関する悩みが軽減した相談者数/相談件数 ％ 98 98

   ３年後 専門医への相談により、相談者の認知症に関する悩みが軽減することが出来る。 直接 認知症に関する悩みが軽減した相談者数/相談件数 ％ 0 100

   最終(概ね５年後) 専門医への相談により、相談者の認知症に関する悩みが軽減することが出来る。 直接 認知症に関する悩みが軽減した相談者数/相談件数 ％ 0 100

認知症の人が早期診断、早期対応につながるよう、多くの方へ認知症に関する事や相談・受診先の啓発を行っていく必要があり
(7)事業実施上の課題と対応 、引き続きちらし・ホームページ等により周知を図っていく。 代替案検討 ○有 ●無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

もの忘れ相談医師報償費 324 もの忘れ相談医師報償費 324 もの忘れ相談医師報償費 162
27,000円×12月 27,000円×12月 27,000円×6月
臨時保健師賃金等（正職代替え分） 169 ＊ 初期集中支援チーム　嘱託医報償費 81 初期集中支援チーム　嘱託医報償費 324 初期集中支援チーム　嘱託医報償費 324

27,000円×3月 27,000円×12月 27,000円×12月

臨時保健師賃金等（産休育休代替分） 165

実施内容 【もの忘れ報償費と臨時賃金の歳入
は、国20％、県12.5％、保険料55％】

(8)施行事項
費　　用

【初期集中支援チーム嘱託医報酬の 【初期集中支援チーム嘱託医報酬の
歳入は、国39％、県19.5％、 歳入は、国39％、県19.5％、
保険料22％】 保険料22％】

予算(済)額 合　　計 493 合　　計 570 合　　計 486 合　　計 324
国庫支出金 補助率 20 ％ 98 補助率 20 ％ 129 補助率 20 ％ 158 補助率 39 ％ 126
県支出金 補助率 12.5 ％ 61 補助率 12.5 ％ 77 補助率 12.5 ％ 83 補助率 19.5 ％ 63
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 63 79 85 64

その他の財源 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 271 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 285 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 160 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 71
換算人数(人) 0.2 0.2 0.2 0.2
正職員人件費 1,760 1,760 1,760 1,760

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 169 165 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 2,253 2,330 2,246 2,084
(11)単位費用

46.94千円／件 48.54千円／件
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

認知症高齢者は平成24年には全国推計460万人以上にのぼり、今後も更に増加が予測される。認知症は、本人や家族が認 ○①事前確認での想定どおり
知症の疑いをもった時には、認知症の症状がかなり進行していることが多く、また認知症専門病院への受診は、精神神経 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 科という特殊性からすぐにつながらないことが課題となっている。認知症の人やその家族に早期に関わり、早期診断・早 ○要
   背景は？(事業の必要性) 期対応ができる体制づくりを構築することで、認知症になっても長く安心してよい環境で在宅生活を送ることが可能とな ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

り、施設入所をしない期間を延ばすことで介護給付費の抑制につながると思われる。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
専門医に依頼し実施している。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
98 98 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,330 △77
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△3.42

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 4.21

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 527 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 認知症早期支援事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成１２年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,330 千円 (うち人件費 1,760 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33204 重点なし ○有 ●無 (計画名) ・第6期介護保険事業計画他

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が安心してくらせるよう、高齢者なんでも相談室などの相談機能や介護者への支援の充実に努め、高 地域支援事業



類や量を社会経済情勢の変化に応じ見直し、介護サービスを必要とする高齢者が、必要な
施策目的・

(2)目的 性の向上に努めるとともに、必要に応じて督促や催告などを実施することで、保険料収納率の向上を図りま 事業目的 時に必要なサービスを利用し、住みなれた地域で自立した生活を営むことができる環境を整備する。
展開方向

す。また、サービスを必要とする人に適切なサービスが提供できるよう、要介護者の状況に合わせた認定と
・介護保険の理念である個人の尊厳を尊重し、住み慣れた地域で自立した生活を営むことができるよう第６ 〇平成２９年４月～３０年３月：市民会議の開催（年６回開催予定）
期介護保険事業計画を推進し、確実な事業の実施を目指します。 〇第６期介護保険事業計画の進行管理を行い、第７期計画の策定を行う。
〈政策〉・介護職場の人材不足の対策としてサービス事業者が行うマッチングなど就職相談などを支援しま 当該年度 〇介護職場の人材不足問題の対策としてサービス事業者が行う就職相談などを支援する。
す。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ・市民会議を開催し、第６期介護保険事業計画の進行管理を行います。
〈政策〉・第７期介護保険事業計画を策定します。

市民会議の開催 想定値 6当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 介護保険市民会議の開催することで、介護保険に関する施策が市民の意見を反映し円滑かつ適切に行なわれる。 直接 達成した目標の割合 ％ 100 100
（達成した目標の数／計画に位置付けた目標の数×１００％）

   ３年後 介護保険市民会議の開催することで、介護保険に関する施策が市民の意見を反映し円滑かつ適切に行なわれる。 直接 達成した目標の割合 ％ 0 100
（達成した目標の数／計画に位置付けた目標の数×１００％）

   最終(概ね５年後) 介護保険市民会議の開催することで、介護保険に関する施策が市民の意見を反映し円滑かつ適切に行なわれる。 直接 達成した目標の割合 ％ 0 100
（達成した目標の数／計画に位置付けた目標の数×１００％）

介護保険の円滑な運営と第６期介護保険事業計画の推進
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

・市民会議委員報酬　 329 ・市民会議委員報酬　 626 ・市民会議委員報酬　 329 ・市民会議委員報酬 329
3500円×13人×3回＝137千円 3500円×12人×6回＝252千円 3500円×12人×3回＝126千円 3500円×12人×3回＝126千円
・筆耕翻訳料162千円 ・筆耕翻訳料324千円 ・筆耕翻訳料162千円 ・筆耕翻訳料162千円
・消耗品費30千円 ・消耗品費50千円 ・消耗品費30千円 ・消耗品費30千円

＊ 第7期介護保険事業計画策定業務委託 5,547
＊ アンケート調査通信運搬費 916 〈一般会計分〉 〈一般会計分〉

＊ 人材確保対策事業補助金 250 人材確保対策事業補助金 250
実施内容 〈一般会計分〉

人材確保対策事業補助金 250
(8)施行事項

費　　用 〈政策費にかかる歳入〉
　千葉県介護人材確保対策事業補助金
250千円×0.75＝187千円

予算(済)額 合　　計 329 合　　計 7,339 合　　計 579 合　　計 579
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 75 ％ 187 補助率 75 ％ 187 補助率 75 ％ 187
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 △254 63 63

その他の財源 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 329 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 7,406 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 329 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 329
換算人数(人) 0.72 0.72 0.72 0.72
正職員人件費 6,336 6,336 6,336 6,336

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 6,665 13,675 6,915 6,915
(11)単位費用

2,221.67千円／回 2,279.17千円／回
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・法の規定により当該事業計画は、３年ごとに見直すことが義務付けられている。 ○①事前確認での想定どおり
・介護サービスを必要とする高齢者が、必要な時に必要なだけサービスを利用することができる環境を整えるためには、 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 常に介護サービスに対するニーズを的確に把握する必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ・政策評価の視点から目標（計画）値に対する実績の評価分析を行い、計画期間における政策目標を掲げ、この目標を実 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

現するために具体的な施策を明らかにすることが、サービスの向上には必要不可欠である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 市民会議を開催し、市民の意見を計画に反映させる。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 13,675 △7,010
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△105.18

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.73

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 545 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 介護保険事業計画の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.72 人）
(1)事業概要

(当　初) 13,675 千円 (うち人件費 6,336 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34001 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第５次保健福祉総合計画ほか

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

介護保険制度を健全に運営するため、口座振替やコンビニ納付など保険料の納付方法の多様化を図って利便 介護サービスの種


